
令和８年度

建設業事業主向け支援
助成金・相談支援 活用ガイド
雇用の安定・人材確保・生産性向上・雇用環境の整備で、持続可能性ある発展を！
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建設業働き方改革に関する労働時間等説明会

沖縄働き方改革推進支援センター



一般 労働条件・生産性向上のための助成金

Ⅰ：業務改善助成金

事業場内最低賃金を引き上げ、生産性向上に資する設備投資等を行う中小企業事業主に経費の一部を助成

助成率 設備投資等に要した経費の３／４～４／５

上限額 引き上げる賃金額・労働者数に応じて30万円～600万円

Ⅱ：働き方改革推進支援助成金（業種別課題対応コース〈建設業〉） 建設業限定

時間外労働の上限規制対象の建設業等が、労働時間削減・週休２日制推進等の環境整備（コンサル・労務管理機器導入等）を行った場合に助成

助成率 ３／４（常時使用労働者30人以下かつ機器等導入経費30万円超の場合は４／５）

上限額 成果目標の達成状況に応じ最大550万円（一定要件で最大720万円まで加算）

令和8年度申請期限
交付申請：令和8年11月30日／事業実施：令和9年1月31日まで／支給申請：事業終了後30日以内または令和9年2月5日の
いずれか早い日

相談窓口 働き方改革推進支援センターまたは沖縄労働局雇用環境・均等部（室）

活用例：測量杭打ち機＋重機用センサーユニット導入、土木工事積算システム導入等
12
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【概要】
・事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った中小企業等に、その費用の一部を助成。
中小企業で働く労働者の賃金引き上げのための生産性向上の取り組みが支援対象。
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業務改善助成金 ～賃上げと設備投資をセットで！～

：9月１日一斉スタート 準備が重要！

【ポイント】
□：※申請前の賃金引き上げ、

交付決定前の設備投資は対象外。

□：最低賃金との差額は問わない
（昨年度の特例と同様）。
新しい最低賃金未満

□：「賃金を引き上げた」と認められる対
象者は厳格になった。

※ 雇入れ後6ヶ月以上経過した雇用保険加入者



詳しくは「業務改善助成金」で検索

【具体的な助成額】

現時点で給与が高すぎる場合、
“業務の棚卸・切り分け”を行い、比較的簡単な業務を担当してもられる人を雇
用する戦略もありえる。

最重要ポイント！

【事業実施計画】
①課題/問題点
②解決方法/事業改善計画
③効果
を具体的に記載する必要がある。
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【概要】
・労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門家のコンサルティング、
労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上げた場合に助成。
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働き方改革推進支援助成金 ～働き方改革と設備投資をセットで！ 賃上げは＋α～

建設、運輸、宿
泊・情報通信、
医療、砂糖製造
は別コース有！

・労働時間削減
・有給休暇付与

・勤務間イン
ターバルの導入

：各種団体が構成員のために実施する団体推進コースの活用も！

Q:事業用車 (ハイ
エース)を購入をした
いが、今年度の助成
金はありますか？

・貨物自動車等
・特殊用途自動車等
は対象とできるが、
・乗用自動車等はNG

Cf:ハイエースの３ナン
バーはNG



コース概要と基本条件

生産性を向上させ、労働時間の削減や週休2日制の推進等に向けた

環境整備に取り組む、建設業の中小企業事業主の皆さまを支援

選択可能な６つの成果目標

少なくとも1つ以上の「成果目標」達成が必要。

目標達成状況に合わせて、25万円～550万円を支給。

さらに「賃上げ加算」が別途上乗せ可能。 ① 36協定の設定時間の削減
月60時間を超える時間外労働等の設定上限時間を、60時間以下ま
たは80時間以下へ縮減。

③年休計画的付与の新規導入
年次有給休暇の「計画的付与制度」を社内で新たに導入し、就業
規則に明文規定化。

④時間単位有給＋特別休暇の新規導入
「時間単位有給制度」と、病気休暇、不妊治療休暇などの「特別
休暇制度」を新たに整備。

業種別課題対応コース/建設業
【対象事業主】

１．労働者災害補償保険の適用を受ける労働基準法第
139条第２項に定める工作物の建設の事業その他これ
に関連する事業として厚生労働省令で定める事業を主
たる事業として営む中小企業事業主であること。

２．年５日の年次有給休暇の取得に向けて、年休管理簿
や就業規則等を整備していること。
など

※少なくとも１つを実施



加算制度による強力な助成

指定した賃上げ対象労働者の賃金を引き上げたり、割増賃金率の引き

上げで、基本助成金額に加えて大幅な上乗せ加算が適用されます。

引上げ率と加算額（1人あたり）

上限額や加算制度による助成額の上乗せ

割増賃金率の引き上げ



【最重要】事前着手は厳禁です！

「交付決定通知」

1. 交付申請

11月30日までに
申請書を提出

2. 交付決定

審査完了後に
労働局より決定通

知

3. 事業実施

設備投資の契約・
導入および賃上

げ

4. 支給申請

実施実績を報告し
助成金を最終受

領

交付申請から助成金受領までのフロー

：「働き方改革推進支援助成金」について詳しくは☞

必読！「申請マニュアル」



育成 建設業限定：人材開発支援助成金（育成・技能継承） 建設業限定

Ⅲ建設労働者認定訓練コース

建設関連の認定職業訓練・指導員訓練を実施／受講させる中小建設
事業主に助成

経費助成 都道府県補助金の対象経費の１／６

賃金助成 受講日数×3,800円
〈賃金要件充足で加算〉

対象 中小建設事業主

賃金助成 3,800円/日

Ⅳ建設労働者技能実習コース

特別教育・技能講習・登録基幹技能者講習など、作業に直接関連す
る実習を受講させた建設事業主・団体に助成

経費助成 20人以下：対象費用の３／４

21人以上：７／10（35歳未満）または９／20

賃金助成
（最長20日）

20人以下：日額9,500円

21人以上：日額8,550円

（CCUS登録者は加算あり）

対象例：特別教育・安全衛生教育・技能講習・登録基幹技能者講習・技能
検定事前講習・技能継承指導者養成講習
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一般コース
もあります

詳しくは☞



育成 建設業でも活用可：人材開発支援助成金 建設業でも活用可

Ⅰ人材育成支援コース Ⅵ事業展開等リスキリング支援コース

BIM/CIM、ICT施工、ドローン測量、DX推進など、新分野に必要な知識・技能を習得させる訓練（10時間以上のOFF-JT）に助成。
建設業での活用事例が多数あります。

企業規模 経費助成率 賃金助成（1人1時間）
設備投資加
算

中小企業 75％ 1,000円 50％

大企業 60％ 500円 －

経費助成限度額（1人あたり）：10～100h未満 30万円／100～200h未満 40万円／200h以上 50万円（中小企業）

活用事例（沖縄県内でも応用可能）

1

測量用ドローン導入

ドローン測量訓練でDX化・業務効率化

2

施工BIM/CIM研修

3次元モデル活用で設計提案を高度化

3

ドローン技能講習

工程管理の効率化、公共工事の加点対

策

4

建設事務DX講座

書類作成のDX化で長時間労働を是正
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環境
整備 建設業限定：人材確保等支援助成金 建設業限定

Ⅲ建設キャリアアップシステム（CCUS）等活用促進コース

雇用する全ての技能者についてCCUSの技能者登録（詳細型登録）を行い、能力評価でレベルが上がった技能者の賃金を５％以上増加させた中
小建設事業主に助成します。

項目 内容

対象事業主 中小建設事業主

主な要件
①全技能者のCCUS詳細型登録 ②レベルが上がった技能者の賃金を５％以上増額（改定前後12か月間の賃金
総額比較）

支給額 対象技能者１人あたり16万円（１事業年度あたり上限160万円）

手続きの流れ

STEP 1

計画届提出

（改定の6～2か月前）

STEP 2

全技能者の

登録完了

STEP 3

レベル判定

実施

STEP 4

賃金改定

12か月支払

STEP 5

支給申請書

提出（2か月以内）
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詳しくは☞



環境
整備 建設業限定：人材確保等支援助成金 建設業限定

Ⅳ若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）

現場見学会・体験実習・雇用管理研修など、若年者・女性の入職や定着を図る取組を行った建設事業主・団体に助成します。
新規採用者の6か月定着で上乗せ助成もあります。

項目 内容

対象事業 現場見学会・体験学習・インターンシップ／新規入職者研修／安全衛生／表彰制度／雇用管理研修等

経費助成額 中小建設事業主：対象経費の60％／中小以外：45％（研修受講は1人1日9,500円加算）

定着助成（上乗せ） 入職者が6か月定着した場合、1人あたり42万円（1事業年度・事業主あたり3名／126万円上限）

申請の流れ ①計画届提出（実施の原則2か月前まで）→ ②事業実施→ ③支給申請書提出（事業終了月に応じた期限内）
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雇用 建設業限定：トライアル雇用助成金 建設業限定

Ⅳ若年・女性建設労働者トライアルコース

35歳未満の若年者または女性を、建設工事現場での現場作業または施工管理に従事する者として一定期間試行雇用し、一般／障害者トライア
ルコースの支給決定を受けた中小建設事業主に助成金を上乗せ支給します。

項目 内容

対象事業主 トライアル雇用を行う中小建設事業主

支給要件 ①開始時点で35歳未満または女性 ②現場作業・施工管理に主として従事

支給額 対象労働者１人につき月額最大４万円（最長３か月間）

注意点 一般／障害者トライアルコースの支給決定が前提。設計・測量・経理・営業等は対象外
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資料 建設業も対象となる一般の雇用関係助成金
全業種対象の主な助成金早見表（建設業も利用できます）

目的 助成金名（コース） 概要（助成額の目安）

雇用維持 雇用調整助成金
休業・教育訓練・出向による雇用維持。休業手当等の２／３〔中
小以外１／２〕

在籍型出向 産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）
出向復帰後の賃金５％以上上昇で助成。賃金の２／３〔中小以外
１／２〕

高年齢者等雇入れ 特定求職者雇用開発助成金 高年齢者・障害者等の雇入れに１人50万～240万円

試行雇用 トライアル雇用助成金（一般・障害者） 月額最大４万円（最長３か月、精神障害者は最長６か月）

雇用環境整備 人材確保等支援助成金（雇用管理制度コース） 制度導入で最大80万円、機器導入で経費の１／２等

65歳超雇用 ６５歳超雇用推進助成金 定年引上げ・継続雇用制度導入等で15万～240万円

正社員転換 キャリアアップ助成金（正社員化コース等） 有期→正規転換で１人40万～80万円〔中小〕

両立支援 両立支援等助成金（各コース） 育休取得・介護離職防止等の取組で20万～60万円程度

※助成金の財源は事業主拠出の雇用保険二事業です。金額は要件・企業規模により変動します。
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【概要】

・有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者（以下、「有期雇用労働者等」という。）
の企業内でのキャリアアップを促進するため、正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成。
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キャリアアップ助成金 【正社員化コース 】 ①：概要

：自社における“正社員”とはを決定し、就業規則上で定義を明確にする必要がある。

【ポイント】
□：正社員：法律上の明確な定義はない。

一般には、雇用期間に定めがなく、フルタイムで働くことを基本とする従業員で月給制であることが多い。
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【手続きの全体像】
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キャリアアップ助成金 【正社員化コース 】 ②：全体像

全コース、
実施日の前日前までに
「キャリアップ計画」の提出が必
要

正規化のルール、処遇の違い
（賞与、退職金等）等、必ず盛り

込むべき内容がある。

正社員であれば、それな
りの待遇であるはず≒
３％以上の賃金上昇 ：就業規則の整備も

各種相談窓口で
相談可能！



確認
を
お願い
します。



就業規則、 36協定、労働条件通知書（雇用契約書）ハラスメント対応等の労務管理 、
助成金申請、有給休暇、時間外労働、同一労働同一賃金等

「働く」ことに関するご相談は
沖縄働き方改革推進支援センター まで！

沖縄働き方改革推進支援センタ ーからの簡単なアンケートにご協力ください！

皆さまの 「 働き方改革」 を全力でバックアップいたします 。

沖縄働き方改革推進支援センター
公式キャラクター
『かいかくいな』ちゃん

ご相談
お待ちしてます♪
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